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　事　務　執　行　概　要
介　護　支　援　課

企 画 調 整 グ ル ー プ
１　室の庶務、予算執行などのほか、物品の購入・出納等に関する事務の適正な執行に努めた。また、 
室の総合企画及び連絡調整を図り、業務の円滑な推進に努めた。

２　高齢者保健福祉月間行事の実施
　　府民一人ひとりが、高齢者の福祉についての関心と理解を深めるとともに、高齢者に対し自らの生活の向上に努める意欲を促すきっかけとなるよう、老人の日（９月１５日）を中心とした９月を高齢者保健
福祉月間とし、各種関連行事を実施した。

	行　　事　　名
	月　　日
	内　　　　　　　　　　　　　容

	大阪府老人クラブ大会
	９月１３日
	高齢者の自主活動の促進と老人クラブ会員相互の親睦を図るため、老人クラブ大会において優良老人クラブの知事表彰を実施した。

	平成２９年度高齢者保健福祉月間啓発ポスターの掲示
	９月中
	高齢者保健福祉月間を広く府民に周知するため、啓発ポスターを作成。関係機関へ配付・掲示を行った。


○根拠法令等　老人福祉法第５条
３　大阪府高齢者福祉計画及び大阪府介護保険事業支援計画の推進
「大阪府高齢者計画2015」（計画期間：平成２７～２９年度）に基づき、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活をおくれるよう、介護保険事業をはじめとしたサービス提供基盤の整備や、地域におけるセーフティネットの充実に向けた支援など、様々な高齢者福祉施策を推進した。また、大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会に専門部会を設け、高齢者住まい入居者にかかるサービス利用の適正化、高齢者住まいの質について、その向上のための検討を行い、検討結果及び計画の進捗状況について、「大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会」へ報告した。
また、介護保険制度の改正を踏まえつつ、地域包括ケアシステムの構築を目指すため、大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会の審議を経て、「大阪府高齢者計画2018」を策定した。
・大阪府高齢者計画2018（大阪府高齢者福祉計画及び大阪府介護保険事業支援計画）
策　　定：平成３０年３月
計画期間：平成３０（２０１８）年度から２０２０年度
・大阪府高齢者保健福祉計画推進審議会
　 　設　　置：大阪府附属機関条例（設置時期：平成２４年１１月１日）
　 　構 成 員：２６名
　 　開 催 日：（審議会）平成２９年８月１日、１１月２４日、平成３０年１月２９日、３月２０日
　　　　　　　（専門部会）平成２９年６月２２日、８月２１日、平成３０年２月２７日
４　介護給付費負担金事業　
市町村・広域連合の介護給付に要する費用の法定負担（施設等分17.5%・その他分12.5％）を行った。
（単位：千円）
	予  算  額
	 eq \o\ac(○,27)　91,247,672
	 eq \o\ac(○,28)　94,037,003
	 eq \o\ac(○,29)　95,973,290

	決  算  額
	91,247,671
	94,037,003
	95,973,290


○根拠法令等　介護保険法第１２３条

５　介護保険財政安定化基金の運営　
市町村・広域連合の介護保険財政の安定的運営を図るため、介護保険財政安定化基金を運営した。
（単位：千円）
	予  算  額
	 eq \o\ac(○,27)　 507,981
	 eq \o\ac(○,28)　 509,427
	 eq \o\ac(○,29) 　495,110

	決  算  額
（特定財源）
	500,946
基金繰入金　　  （      0）

貸付金元利収入  （499,589）

利子及び配当金（　1,357）
	492,775

基金繰入金　　　 （      0）
貸付金元利収入   （492,109）利子及び配当金 （  　666）
	493,170
基金繰入金　　   （　　　0）

貸付金元利収入   （492,109）

利子及び配当金 （　1,061）


　　

〔交付・貸付状況〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
	市町村名
	 eq \o\ac(○,27)
	㉘
	 eq \o\ac(○,29)

	
	交　付
	貸　付
	交  付
	貸  付
	交付
	貸付

	大阪市
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	泉佐野市
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	八尾市
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	柏原市
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	くすのき広域連合
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	計
	0
	0
	0
	0
	0
	0


○根拠法令等　介護保険法第１４７条、大阪府介護保険財政安定化基金条例
　　
６　市町村等支援・指導事業
介護保険の保険者である市町村・広域連合の事務が効率的かつ効果的に進むよう、支援・助言を行うとともに、実地指導を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：千円）

	予  算  額
	 eq \o\ac(○,27)　4,145
	 eq \o\ac(○,28)　2,323
	 eq \o\ac(○,29)　3,600

	決  算  額
（特定財源）
	1,180

国　庫（437）　　　　
	2,188

国　庫（1,545）　　　　　
	2,881

国　庫（1,994）　　


（１）保険者指導
（保険者数…４１、実地指導実施保険者数…０）

※第７期介護保険事業計画の策定、介護保険料の設定及び介護保険の制度改正への対応など、各保険者の煩雑化する業務を踏まえ、平成２９年度の実地指導については、各保険者に保険者指導参考資料及びセルフチェックシートを提出させて、書面指導に替えた。

（２）市町村介護保険担当課長会議の開催等
市町村・広域連合の的確な事務処理に資することを目的として、市町村介護保険担当課長会議の開催などにより、市町村・広域連合に対し、制度の最新情報等を迅速に提供した。

　（３）介護給付適正化推進事業
平成２７年３月に策定した「第３期大阪府介護給付適正化計画」（計画期間：平成２７～２９年度）に定める介護給付適正化重要８事業（要介護認定の適正化、ケアプランの点検、住宅改修の適正化、医療情報との突合、縦覧点検、介護給付費通知、福祉用具購入・貸与調査及び給付実績の活用）について、進捗状況や課題を共有するとともに、ケアプラン点検研修会等を開催した。

また、平成２９年７月に厚生労働省より発出された「「介護給付適正化計画」に関する指針」に基づき、平成３０年３月に「第４期大阪府介護給付適正化計画」（計画期間：平成３０（２０１８）年度～２０２０年度）を策定した。
７　介護保険低所得者利用者負担対策事業
介護保険制度の円滑な実施に資するため、低所得者の利用者負担額軽減のために次の事業を実施した

市町村に対し補助を行った。
・障がい者ホームヘルプサービス利用者支援措置事業
・社会福祉法人等利用者負担額軽減制度事業
（単位：千円）
	予  算  額
	 eq \o\ac(○,27) 　28,460
	 eq \o\ac(○,28)　31,647
	 eq \o\ac(○,29)　32,534

	決  算  額
（特定財源）
	　　　24,138
国　庫（16,091）
	26,061
国　庫（17,373）
	29,421
国　庫（19,614）


○根拠法令等　大阪府介護保険低所得者利用者負担対策事業費補助金交付要綱
８　低所得者保険料軽減負担金事業　
市町村・広域連合が条例で定める介護保険料のうち、低所得者の保険料について、政令で示された軽減幅の範囲に要する費用の法定負担を行った。

（単位：千円）
	予  算  額
	 eq \o\ac(○,27)　533,678
	 eq \o\ac(○,28)　539,511
	 eq \o\ac(○,29)　536,571

	決  算  額
	528,210
	    534,171
	    535,061


○根拠法令等　介護保険法第１２４条の２

９　地域医療介護総合確保基金の運営

　　地域において効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに地域包括ケアシステムを構築するため、医療介護提供体制改革推進交付金等を受入れ、「大阪府地域医療介護総合確保基金」に積み立てた。

（単位：千円）
	予  算  額
	28 4,826,830
	29 3,667,793

	決  算  額
（特定財源）
	4,818,743

国　庫（3,211,679）

利子及び配当金（1,224）
	3,662,468

国　庫 （2,441,645）
利子及び配当金 （ 1,820 ）


　　　○根拠法令等　地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

　　・当初交付決定分　金3,662,468千円

うち介護施設等整備事業分　金3,628,400千円

うち介護従事者確保事業分　金   34,068千円

　　本基金を活用し、介護サービスの施設・設備の整備や介護従事者の確保等の取組みを実施した。

＜実施事業一覧＞

	事　　業　　名
	担当グループ

	介護支援専門員法定外研修支援事業
	介護支援課

利用者支援グループ

	認知症ケア人材育成研修事業
	介護支援課

地域支援グループ

	生活支援コーディネーター養成研修事業
	

	地域包括ケア等充実・強化支援事業

（地域ケア会議充実・強化研修事業）
	

	介護予防活動普及展開事業
	

	大阪ええまちプロジェクト
	

	介護施設等の整備に関する事業
	介護事業者課

整備調整グループ

	介護人材育成確保支援事業
	

	介護職員キャリアアップ研修事業
	介護事業者課

施設指導グループ

	権利擁護人材育成事業
	地域福祉推進室

地域福祉課

企画調整グループ

	介護人材確保・職場定着支援事業

・マッチング力の向上事業（地域関係機関との連携他）
	地域福祉推進室

地域福祉課

事業者育成グループ

	介護人材確保・職場定着支援事業

・参入促進・魅力発信事業（教育関係機関との連携）
	

	介護人材確保・職場定着支援事業

・参入促進・魅力発信事業（職場体験事業）
	

	介護人材確保・職場定着支援事業

・職員の資質の向上・職場定着支援事業

（介護人材キャリアパス支援事業）
	

	介護職員初任者研修受講支援事業
	

	介護情報・研修センター事業
	

	社会福祉施設機能強化推進事業
	地域福祉推進室

指導監査課

監理グループ


　　　　※　各事業の事業内容については、担当課・グループで掲載。
利用者支援グループ
１　認定調査員等研修事業
市町村において公正・公平かつ適切な要介護認定が円滑に実施されるよう、認定調査員等の研修事業を実施した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	㉗　3,664
	㉘　3,482
	㉙　3,446

	決  算  額
　（特定財源）
	　 2,860

国　庫（1,429）
	　　2,615

 国　庫（1,305）
	　　2,752

  国　庫（1,375）


（１）認定調査員、介護認定審査会委員、主治医意見書作成医師等に対する研修の実施
要介護認定における公正・公平かつ適切な認定調査、審査判定を実施するために、必要な知識・技能を修得及び向上させることを目的に、認定調査員や主治医意見書を作成する医師に対する研修を実施した。
1 　介護認定審査会委員新規研修
・開催時期　　平成２９年５月２０日
・修了者数　　３６２名
・開催場所　　大阪府医師会館
2  　認定調査員研修（新規研修）
・開催時期　　平成２９年６月１９日、１２月２２日、平成３０年３月７日、３月８日
・修了者数　　６８０名
・開催場所　　日赤会館（6/19）

エル・おおさか（大阪府立労働センター）（12/22、3/7、3/8）
③　認定調査員研修（現任研修）

・開催時期　　平成２９年7月7日、平成３０年２月２１日
・修了者数　　１５５名
・開催場所　　日赤会館(7/7)、大阪府庁 新別館南館(2/21)

④　市町村認定調査員研修支援事業
・開催時期　　平成２９年１１月２０日、平成３０年１月１７日、２月１５日
　　　　　　　・修了者数　　２５１名
・開催場所　　阪南市まもる館(11/20)、

茨木市役所(1/17)、岸和田市福祉総合センター(2/15)

⑤　主治医意見書研修
・実施主体　　大阪府医師会（府委託）
・開催時期　　平成２９年１０月２８日、平成３０年３月１１日
・修了者数　　５３３名
・開催場所　　大阪府医師会館

⑥　介護認定審査会会長会議
・開催時期　　平成３０年２月１０日
・修了者数　　７６名
・開催場所　　大阪府医師会館
⑦　介護認定審査会事務局職員研修
・開催時期　　平成２９年９月２９日
・修了者数　　６４名
・開催場所　　大阪府庁 新別館南館

２　介護支援専門員資質向上事業

（１）介護支援専門員養成・研修等事業
介護保険制度の円滑な推進のために、制度の要となる介護支援専門員の資質の向上を図るため、研修等による人材の確保・養成を行った。

（単位：千円）
	予  算  額
	㉗　9,013
	㉘　12,067
	㉙　16,259

	決  算  額
　（特定財源）
	5,454

手 数 料（　5,385）


	6,479

手 数 料（　6,441）


	5,549

手 数 料（　5,412）




○根拠法令等　介護保険法、同施行令、同施行規則等
①第２０回大阪府介護支援専門員実務研修受講試験の実施
介護支援専門員実務研修の受講に必要な基礎知識の有無を確認するための試験を実施した。
　　　・実施主体    （一財）大阪府地域福祉推進財団（知事が指定した試験実施機関）
　　　・受験資格    保健・医療・福祉の各分野において５年以上の実務経験者
　　　・実施日　    平成２９年１０月８日（全国一斉実施）
　　　・実施結果    受験者数１０，１７７名　合格者数２，２７１名　（合格率２２．３％）
②第２０回大阪府介護支援専門員実務研修の実施
介護支援専門員としての必要な知識、技能を有する介護支援専門員の養成を図ることを目的とした実務研修を実施した。
　　  ・実施主体    知事が指定した研修実施機関

　　　　　　　　　　大阪府介護支援専門員実務研修共同企業体

　　　　　　　　　　（（一財）大阪府地域福祉推進財団及び（公社）大阪介護支援専門員協会による共同企業体）
　    ・対象者　    介護支援専門員実務研修受講試験の合格者
　　　・実施期間　　平成３０年１月～平成３１年３月
　    ・研修内容    介護サービス計画に関する専門的知識及び技術の修得を主たる内容とし、要介護認定及び要支援認定に関する専門的知識及び技術、介護支援専門員の基本姿勢など介護支援専門員として必要な専門的知識及び技術の修得
③介護支援専門員更新研修の実施
　　　　 介護支援専門員証の更新時に、介護支援専門員として必要な知識及び技術の向上を図り、専門職としての能力の保持・向上を図ることを目的とした更新研修を実施した。
　　　 ・実施主体　　知事が指定した研修実施機関（２団体）
　　　　　　　　　　 　（公社）大阪介護支援専門員協会、(公財)大阪ＹＭＣＡ
　　　 ・研修修了者　　４，９４８名
　 ・実施期間　　平成２９年４月～平成３０年３月
　　　 ・研修課程　　実務経験者　（専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱ）
　　　　　　　　　　 実務未経験者（実務研修と同様の課程）
④介護支援専門員現任者向け研修の実施
現任の介護支援専門員に対して、一定の実務経験をもとに、必要に応じた専門知識、技能の習得を図ることにより、その専門性を高め、もって介護支援専門員の資質向上を図ることを目的とした現任者向け研修を実施した。
　　  ・実施主体    知事が指定した研修実施機関（２団体）
　　　　　　　　　　　（公社）大阪介護支援専門員協会
(公財)大阪ＹＭＣＡ
　　  ・研修修了者　　１５５名
　　　・実施期間　　平成２９年６月～１１月、平成３０年２月～３月

・研修課程    専門研修（専門研修課程Ⅰ、専門研修課程Ⅱ）
⑤介護支援専門員再研修の実施
　　　 　介護支援専門員として実務に就いていない者又は実務から離れている者が実務に就く際に、
介護支援専門員としての必要な知識、技能の再修得を図ることを目的とした再研修を実施した。
・実施主体　　（公社）大阪介護支援専門員協会（府から業務委託）
　　 　・研修修了者　　１６３名
　　　 ・実施期間　　平成２９年６月～平成３０年３月
　　　 ・研修課程　　実務研修と同様の課程
⑥主任介護支援専門員研修の実施
　　　　介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門員に対する助言・指導など、ケアマネジメントが適切かつ円滑に提供されるために必要な知識及び技術を修得することを目的とした研修を実施した。
　　　 ・実施主体　　（公社）大阪介護支援専門員協会（知事が指定した研修実施機関）
　　　 ・研修修了者　 ３８０名（介護支援専門員の業務に関して十分な知識と経験を有する介護支援専門員）
　　　 ・実施期間　　 平成２９年９月～平成３０年３月

⑦主任介護支援専門員更新研修の実施
主任介護支援専門員の更新時に、主任介護支援専門員として必要な知識及び技術の向上を図り、専門員としての能力の保持・向上を目的とした主任介護支援専門員の研修を実施した。
・実施主体　（公社）大阪介護支援専門員協会
・研修修了者　１,４１３名（介護支援専門員の業務に関して十分な知識と経験を有する主任介護支援専門員）
・実施期間　　平成２９年４月～平成３０年４月
（２）介護支援専門員法定外研修支援事業（地域医療介護総合確保基金事業に記載）
（３）介護支援専門員名簿作成事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	㉗　10,011
	㉘　7,748
	㉙　8,297

	決  算  額
　（特定財源）
	8,586

手 数 料（8,586）
	6,916

手 数 料（　6,916）
	8,105

手 数 料（8,105）


○根拠法令等　　介護保険法、同施行令、同施行規則

介護支援専門員実務研修の修了者等からの申請に基づき、大阪府が作成する介護支援専門員資格登録簿に登録するとともに、登録者からの申請に基づき、介護支援専門員証を交付した。

また、上記登録事務及び証の交付事務に係る問い合わせへの対応、申請の受付等の業務に関し、（公社）大阪介護支援専門員協会に委託をした。

　　・新証交付　　　　　１，２８８件　（実務研修修了者等）
　　・書換え交付　　　　　　１３８件　（氏名の変更）
　　・再交付　　　　　　　　　６３件　（証の紛失等）
　　・登録移転交付　　　　　　９０件　（他都道府県からの転入）
　・更新交付
　　　　４，３３０件　（証の有効期間の更新）　　　　　合計　５，９０９件

　　介護保険法第６９条の３９の規定に基づき、大阪府で登録されている介護支援専門員に対し、処分を行った。

　　・消除処分　　　　　　　　　７件

　　・申請による消除　　　　　　３件

　　・指示処分　　　　　　　　　６件
３　介護保険苦情処理業務支援事業
介護保険の指定事業所に対する迅速かつ効果的な指導を行うとともに、適切な介護保険サービスの提供を確保するため、大阪府国民健康保険団体連合会の行う苦情処理業務に対して補助を行った。
（単位：千円）
	予  算  額
	㉗     9,714
	㉘     9,228
	㉙     9,228

	決  算  額
	　9,714
	　9,228
	　9,228


　○根拠法令等　大阪府介護保険苦情処理業務支援事業費補助金交付要綱
４　大阪府介護保険審査会運営事業　
　　市町村等の要介護認定及び保険料賦課に対する審査請求の受付及び処理を行うため、大阪府介護保険審査会の運営を行った。
　　【大阪府介護保険審査会】
　　　　 eq \o\ad(設置時期,　　　　　　　　　　)  ：　平成１１年１０月１日
　　　　審査会の構成：　被保険者代表委員　３ 名、市町村代表委員　３ 名
　　　　　　　　　　　　公益代表委員　３０名（条例委員数 ６３ 名以内）
　　　　審理・裁決　：　合議体による審理
　　　　　　　　　　　　(1)要介護認定処分以外の処分
　　　　　　　　　　　　　被保険者、市町村、公益代表委員の各 ３名（計９名）で構成される合議体　　　　　　　　　　　　　(2)要介護認定処分
　　　　　　　　　　　　　公益代表委員 ３名で構成される合議体（９合議体設置）
　　　　根　　　拠　：　介護保険法第１８４条

  　　【審査請求の状況】　　　　　　　　　　　　　　                        　　　（単位：件）
	
	審　査　請　求
	 取下げ

（終了含む）
	   裁　　決
	 次年度
 繰　越

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	前年度

繰　越
	今年度　申　立
	
	
	却　下
	認　容
	棄　却
	

	要介護認定関係
	6
	26
	9
	11
	0
	7
	4
	12

	保険料関係
	166
	854
	7
	1,012
	628
	0
	384
	1

	その他
	4
	7
	3
	2
	0
	0
	2
	6

	計
	176
	887
	19
	1,025
	628
	7
	390
	19


【予算等の状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予  算  額
	 　　 ㉗　8,482
	 　　 ㉘　6,616
	 　　 ㉙　8,196

	決  算  額

（特定財源）
	　　　5,046

雑　入（4,929）
	4,454

雑　入（4,181）
	4,263

雑　入（4,263）


        ○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金
５　市町村等支援・指導事業
介護保険の保険者である市町村・広域連合が効率的かつ効果的に事務執行できるよう支援を行う。

　

　・広報パンフレット等の作成配布

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	パンフレット等
	予算額
	決算額

	27
	介護保険制度パンフレット等
	2,764
	1,990

	28
	介護相談員等派遣啓発パンフレット
	3,536
	  281

	29
	介護保険制度パンフレット等
	3,346
	 566


６　地域医療介護総合確保基金事業

　　介護支援専門員法定外研修支援事業
（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　2,360

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	2,360


　主任介護支援専門員等を対象にした地域性を踏まえた法定外研修の実施促進のため研修実施のマニュアル作成及びモデル研修等を実施した。

　

①研修実施のための教材の作成

②研修カリキュラム等の検討会議の開催

③モデル研修の実施：４回

豊中市　平成３０年１月１８日、１月３１日

熊取町　平成２９年１２月１３日、平成３０年１月１５日

認知症・医介連携グループ
１　地域包括ケア体制推進事業

高齢者が身近な地域で生活できるように、医療・介護・福祉等のサービスが切れ目なく効果的に提供される地域包括ケアシステムを構築するための課題の整理と具体的方策の検討を行い、市町村における地域包括ケアシステム構築の促進を図った。

（単位：千円）
	予  算  額
	㉗　4,841
	㉘　6,327
	㉙　6,324

	決  算  額
（特定財源）
	3,667
国 庫 （1,832）
	4,446
国 庫 （2,220）
	5,615
国 庫 （2,843）


　※平成２７年度より医療介護総合確保基金を財源とする事業を除く。

（１）認知症地域支援施策推進事業

1 大阪府認知症施策推進会議

府内の認知症施策に係る医療・介護・福祉等の関係者等が参加し、府内市町村における認知症

施策全般の推進について検討した。

· 平成２９年１０月３１日

2 市町村認知症連絡会の開催

認知症地域支援体制及び認知症ケアに関する先進事例や好事例等の普及、府内における認知症

施策の全体的な水準の向上を図るための研修等を行う。

· 圏域別市町村担当者会議を開催：平成２９年５月１７日、５月２２日、５月２５日、
５月２９日、６月７日、６月１日
· 認知症総合支援事業取組報告会：平成３０年３月３日　参加者７５名

（２）認知症地域医療支援等事業（地域医療介護総合確保基金事業に記載）
（３）認知症対策普及・相談・支援事業
①「大阪府認知症コールセンター」の実施

「大阪府認知症コールセンター」は、認知症高齢者を介護する家族や市町村・地域包括支援センター・事業所等からの専門相談にも対応している。
　　　相談受理件数　　６１０件（平成２９年４月～平成３０年３月）

　  ② 認知症サポーター養成事業

地域や職域において認知症を理解し、認知症の人や家族を支援する認知症サポーターの養成に取り組んだ。大阪府内の全市町村に窓口が設置され、認知症サポーターの養成講座が実施されている。

　　  府においても、大阪府職員及び職域団体等を対象としたサポーター養成講座を実施した。

サポーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイトの養成については、市町村における研修に加えて、府においても研修を実施した。

　　　

府内認知症サポーター養成人数　　８３，５３３名

　　　府内キャラバン・メイト養成人数 　　　 ６３７名
キャラバン・メイト養成研修（府）

　　　　平成２９年７月１４日

　　　平成３０年２月２７日

（４）若年性認知症対策事業

1 大阪府若年性認知症自立支援ネットワーク推進部会

　　　　認知症の発症初期から高齢期までの本人の状態に合わせた適切な支援が図られるよう、医療、介護、福祉、雇用関係者が連携する若年性認知症ネットワーク構築をする仕組みづくりの検討等を行った。

· 平成２９年１０月３１日

2 若年性認知症自立支援ネットワーク研修

　医療、介護、福祉、雇用の関係者など若年性認知症自立支援ネットワークを構成する関係者及び障がい福祉サービス従事者や企業関係者等、若年性認知症の人に対する支援に携わる者に対して、若年性認知症の人に対する日常生活上の支援、就労上の支援等のために必要な知識・技術を習得するための研修を行った。

· 日時：平成３０年２月１６日

人数：１３０名

　　

③　企業向け若年性認知症啓発リーフレットの作成

企業の方に、早期診断の重要性、配慮や対応方法により就労継続が可能なことなど、若年性認

知症を正しく理解していただくために、リーフレットを作成し配布した。

④若年性認知症コーディネーターの設置

若年性認知症コーディネーターは、若年性認知症の人やその家族、関係機関からの相談を受理し、必要な支援が受けられるよう対応している。相談内容を踏まえ、必要な支援制度やサービス等の紹介、関係機関との調整連絡等の連携を図り、支援に取り組んだ。

· 相談受理件数：　３６９件（平成２９年４月～平成３０年３月）

（５）認知症見守りSOSネットワーク構築事業　

府内市町村連絡会および大阪府広域ネットワーク運営会議を開催し、市町村でのネットワークの充実強化を推進するとともに広域ネットワークの適切な運営を行う。

①　認知症施策市町村担当者会議の開催

· 平成２９年４月２７日
②　「大阪府高齢者にやさしい地域づくり推進協定」協定締結

· 平成３０年２月６日（日本郵便株式会社）

· 平成３０年２月１３日（大阪読売防犯協力会）

（６）認知症初期集中支援チーム員研修　（地域医療介護総合確保基金事業に記載）
（７）認知症地域支援推進員設置事業　（地域医療介護総合確保基金事業に記載）

（８）医介連携の枠組み構築に向けた橋渡し支援事業　（地域医療介護総合確保基金事業に記載）

２　認知症介護研修事業
　　認知症高齢者に対する介護技術及び介護サービスの向上を図ることを目的として、高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、体系的に下記(1),(2),(6),(7)の研修を実施した。また、介護保険法上の人員配置基準上、受講が義務付けられている地域密着型事業所を対象とした(3)～(5)の研修を実施した。
なお、実践者研修は、地域密着型サービスに関する指定基準において受講が必須となっている。
（１） 認知症介護実践研修実践者研修　　　　　  　 　実施回数　８回　　修了者数　５６５名

（２） 認知症介護実践研修実践リーダー研修　　 　　  実施回数　３回　　修了者数　１５２名

（３） 認知症対応型サービス事業管理者研修　　  　　 実施回数　２回　　修了者数　１１２名

（４） 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　 実施回数　２回　　修了者数　　５１名

（５） 認知症対応型サービス事業開設者研修　  　　　 実施回数　２回　　修了者数　　２６名

（６） 認知症介護指導者養成研修　　　　　   　　　　実施回数　３回　　修了者数　　　３名

（７） 認知症介護指導者フォローアップ研修　         実施回数　２回　　修了者数　　　３名

（８） 認知症介護基礎研修　　　　　　　　　　　　　 実施回数　４回　　修了者数　５１７名

※（３）～（５）、（７）（８）は医療介護総合確保基金事業として再掲。

　（単位：千円）
	予　算　額
	㉗　1,519※
	㉘　1,519※
	㉙　1,537

	決　算　額
（特定財源）
	    907

国　庫（ 　0）

雑　入（ 907）
	    622

国　庫（ 　0）

雑　入（ 622）
	    1,218

国　庫（　 　0）

雑　入（ 1,218）


　　　　○根拠法令等　認知症介護研修事業実施要綱
　　　　○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金

　　　　※平成２７年度より、（６）認知症介護指導者養成研修分のみ計上。（３)～（５）、（７）（８）は
医療介護総合確保基金事業に計上。
３　高齢者虐待防止推進事業
高齢者虐待を防止するために、関係者・関係機関の連携による推進体制を構築し、市町村等の取組みを支援するため、次の事業を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予　算　額
	㉗　6,936
	㉘　6,491
	㉙　5,978

	決　算　額
（特定財源）
	4,966
雑　入　(4,966)
	4,766
雑　入　(4,766)
	4,771
雑　入　(4,771)


○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金
　

（１）高齢者虐待防止市町村実務者研修　

市町村及び地域包括支援センター等の高齢者虐待担当職員を対象とした研修を実施し、スキルアップを図った。
　　

1 初任者研修
平成２９年　５月３１日　　　　　　 　　　　　　参加者：１６９名

2 養護者による高齢者虐待対応研修

第１日目　平成２９年　８月１０日
第２日目  平成２９年　８月１６日
第３日目　平成２９年　８月２１日　　　　　　　　参加者：９９名

3 養介護施設従事者等による高齢者虐待対応研修

　第１日目　平成２９年９月　６日

　第２日目　平成２９年９月１５日

　第３日目　平成２９年９月２６日　　　　　　　　　参加者：２４名

4 管理職研修（平成２８年度から実施）

平成２９年　６月１９日　　　　　　　　　　　　　参加者：　４２名

　

（２）高齢者虐待防止体制整備支援事業

市町村で対応困難な高齢者虐待事例に対して、専門相談員による相談・助言を行い、適切な対応ができるよう支援するとともに、必要に応じて弁護士・社会福祉士による高齢者虐待対応専門家チームの派遣を行った。

　　派遣回数２回

平成２９年９月２０日、　１２月２１日
（３）高齢者虐待防止対応アドバイザー会議 

学識経験者、高齢者虐待専門職チームによる会議を設置し、高齢者虐待の現状の課題を把握し解決を図るとともに、市町村の体制整備を強化促進させるための検討を行った。

        第１回会議　　平成３０年　３月１５日
　（４）養介護施設従事者等を対象とした高齢者虐待防止研修

　　　　養介護施設等での高齢者虐待防止の支援として、施設職員の高齢者虐待への理解の促進、施設内での虐待防止研修の実施促進等を図った。

1 施設管理者向け研修　　平成３０年　１月１５日　参加者９０名

2 現場リーダー向け研修　平成３０年　１月２４日　参加者１０３名　

　（５）高齢者虐待対応市町村担当者連絡会の開催

　　　　市町村実務担当者への情報提供や高齢者虐待の課題に対する意見交換を通じて、市町村の

　　　課題の抽出や対応についてさらなる情報連携の強化を図った。

　　　　○高齢者虐待対応市町村担当者連絡会　平成３０年２月２１日　参加者　４７名

４　地域医療介護総合確保基金事業

　（１）認知症ケア人材育成研修事業

（単位：千円）

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉗　7,954
	㉘　22,801
	㉙　19,631

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)

	5,541
	    19,052
	　　18,016


　　　ア　認知症対応型サービス事業開設者研修【再掲】　　実施回数　２回　　修了者数　　２６名
　　　イ　認知症対応型サービス事業管理者研修【再掲】　　実施回数　２回　　修了者数　１１２名
　　　ウ　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修【再掲】

　　実施回数　２回　　修了者数　　５１名
　　　エ　認知症介護指導者フォローアップ研修【再掲】　　実施回数　２回　　修了者数　　　３名

　　　オ　認知症介護基礎研修【再掲】　　　　　　　　　　実施回数　４回　　修了者数　５１７名
　カ　認知症地域医療支援事業【再掲】

　① かかりつけ医認知症対応力向上研修の実施

高齢者が受診する「かかりつけ医」が適切な認知症診断の知識や技術及び地域包括支援センターをはじめとした地域の関係機関との連携などについて理解を深めることを目的とした「かかりつけ医認知症対応力向上研修」を実施した。

○日　時：平成２９年８月５日

受講者：２０４名

　　　　　○日　時：平成２９年２０月７日

　　　　　　受講者：４２名

　○日　時：平成３０年１月２７日

　　　　　　受講者：２４名　　
　　　　　　　　　　　　　　　合計：２７０名

② 認知症サポート医養成研修への受講生派遣

　　　　 　 かかりつけ医の認知症対応力の向上に向けた取組みの推進役となる「認知症サポート医」を養成するため、国立長寿医療センターが実施する研修に一般社団法人大阪府医師会の推薦を得た医師を派遣した。

○日　時：平成２９年１２月９日～１２月１０日

○受講者：３８名

○日　時：平成３０年１月２７日～１月２８日

○受講者：２名

　　　　　　　　　　　　　　　　合計:４０名

③ 認知症サポート医フォローアップ研修事業

　　　　 　認知症サポート医養成研修修了者等が、それぞれの地域で認知症の人への支援体制強化を図る活動を促進することを目的とした研修を実施した。

　

　○第１回　　平正２９年９月２日　　５９名

○第２回　　平成３０年１月２０日　７８名　　　　　　　　　　　合計:１３７名

④病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修

　　　病院勤務の医師や他の医療従事者が、認知症について理解し適切な対応ができることを目的とした研修を実施した。

　　

　　　○第１回　平成２９年６月２１日　　３５１名

　　　○第２回　平成２９年８月２５日　　３８４名

　　　　　○第３回　平成３０年２月８日　　　３０２名　　　　　　合計:１，０３７名

　　　　 ⑤歯科医師認知症対応力向上研修

　　　　　　歯科医師が認知症の疑いのある人に早期に気づき、かかりつけ医等と連携して対応するとともに、その後も認知症の人の状況に応じた歯科治療・口腔管理を適切に行い、認知症の人への支援体制構築の担い手となることを目的とした研修を実施した。
　　　　　○第１回　平成２９年１０月１日　　１２２名

　　　　　○第２回　平成２９年１１月１９日　　８４名　　　　　　合計:２０６名

　　　　 ⑥薬剤師認知症対応力向上研修

　　　　　　薬剤師が認知症の疑いのある人に早期に気づき、かかりつけ医等と連携して対応するとともに、その後も認知症の人の状況に応じた薬学的管理を適切に行い、認知症の人への支援体制構築の担い手になることを目的とした研修を実施した。

　　　　　○平成２９年１２月１６日　　３３４名

　　　　 ⑦看護職員認知症対応力向上研修

　　　　　　認知症の人と接する機会が多い看護職員に対し、医療機関等に入院から退院までのプロセスに沿った必要な基本知識や、個々の認知症の特徴等に対する実践的な対応力を習得し、同じ医療機関等の看護職員に対し伝達することで、医療機関内等での認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制の構築を目的とした研修を実施した。

　　　　　○平成３０年１月２６日、２月２３日、３月１６日　　９５名
　　　キ　認知症初期集中支援チーム員研修【再掲】

平成３０年度までに設置することとなっている認知症初期集中支援チームにおいて、チーム員として活動するために、国立長寿医療研究センターの実施する研修に派遣した。

· 平成２９年１０月１４日～１０月１５日　　８１名

　　　ク　認知症地域支援推進員設置事業【再掲】

　　①　認知症地域支援推進員研修

　　　　平成３０年度にはすべての市町村において、認知症疾患医療センターを含む医療機関や介護サービス及び地域の支援機関の間の連携を図るための支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う認知症地域支援推進員配置するため、認知症介護研究・研修東京センターが実施する研修に派遣した。

· 平成２９年６月２９日～６月３０日　４７名

· 平成２９年９月２８日～９月２９日　　１名

· 平成２９年１２月７日～１２月８日　　２名　　　　　　　合計　５０名

②認知症地域支援推進員フォローアップ研修

　認知症地域支援推進員の資質向上のための研修を行った。

　

○平成２９年８月２２日　参加者９９名

　　ケ　認知症ケア人材育成研修事業補助金

　　　　　政令市が実施する上記ア～カの事業について、補助を行った。

　　　　　

　　　　　○大阪市　ア、イ、ウ、エ、カ①②③④

　　　　　○堺市　　ア、イ、ウ、エ、オ、カ①②④⑤⑥⑦

（２）大阪府広域医療介護連携事業

（単位：千円）
	予  算  額
	㉙5,584

	決  算  額
	    4,442


ア　医介連携の枠組み構築に向けた橋渡し支援事業【再掲】

　　　二次医療圏域で、特に認知症高齢者に対する多職種間での情報共有の在り方、連携手法を検討し、広域でのネットワーク構築及び、平成29年度中に設置が求められている認知症初期集中支援チームの効果的な運用を目指し、二次医療圏域ごとに研修会を開催した。

· 第１回　平成２９年９月６日、９月２０日、９月２１日、９月２７日、９月２８日、

１０月４日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受講者計　３４８名

· 第２回　平成２９年１１月９日、１１月１５日、１１月２２日、１１月２９日、１２月７日、　

１２月１３日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受講者計　３１３名　

· 第３回　平成３０年１月１７日、１月１８日、１月２５日、２月１日、２月７日、２月２２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受講者計　２８３名

· 合同セミナー　平成２９年９月１３日　　受講者　２８０名

　イ　大阪府退院支援・在宅療養における多職種連携のあり方事業
　　　　在宅療養を望む高齢者がいつまでも安心して生活を継続できる地域づくりを目指し、医療・介護関係者、学識等有識者からなる検討会を設置し、退院後の疾患と再発予防・重度化防止を図りながら、在宅生活の再構築を図る際の支援の流れ等を整理し取りまとめたマニュアルを作成した。

ウ　市町村の在宅医療・介護連携推進事業の取組みを推進・支援するために以下の研修等事業を行った。

○圏域別市町村担当者会議を６回開催（平成２９年５月１７日、５月２２日、５月２５日、

５月２９日、６月７日、６月１日）

○研修会を１回開催

第1回　平成３０年３月１２日　　受講者１５１名
　　　　

地域支援グループ
１　地域支援事業交付金
市町村・広域連合が実施する介護予防事業、包括的支援事業及びその他の地域支援事業に要する

費用の法定負担（介護予防事業分１２．５％  包括的支援・任意事業分１９．５％）を行った。

（単位：千円）
	予  算  額
	　  ㉗2,353,131
	　  ㉘2,658,251
	　  ㉙5,904,878

	決  算  額
	　　  2,173,109
	　　  2,377,444
	　　  5,752,532


○根拠法令等　介護保険法第１２３条
２　地域福祉・子育て支援交付金 【再掲】
地域福祉、子育て支援及び高齢者分野において、市町村が創意工夫をこらし、地域の実情に沿った事業

をより柔軟かつ効果的に実施できるよう、「交付金」を市町村に交付した。

（単位：千円）
	予　算　額
	　　㉗1,990,856
	　　㉘1,990,856
	　　㉙1,990,856

	決　算　額
	1,983,270
	1,974,945
	1,982,711


交付先　　３７市町村

○根拠法令等　大阪府地域福祉・子育て支援交付金交付要綱
３　高齢者地域活動促進事業（在宅高齢者福祉対策補助金）
　　（１）老人クラブ活動助成
各市町村の地域課題に先進的に取り組む老人クラブや市町村老人クラブ連合会に対して、市町村を通じて助成した。

（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉗  92,876
	㉘  88,231
	㉙  88,231
	 

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	 88,656

国　庫（44,328）

	 86,098

国　庫（43,049）

	 86,436

国　庫（43,218）

	


○根拠法令等　　在宅高齢者福祉対策補助金交付要綱　

　　　　　交付先：政令市及び中核市を除く３７市町村
1 単位クラブ助成　
　　　　　　　２，３２５クラブ（１クラブあたり（３０名以上）年２４，０００円の２/３補助）　
2 市町村老人クラブ連合会助成
　　　　　　　３７連合会　　（１連合会あたり年２００，０００円の２/３補助）

3 先進的取組み事業

　　　　　　　３３市町村　　（１市町村あたり１事業２，０００，０００円の２/３ 補助）

（２）大阪府老人クラブ連合会事業助成
健康づくり・介護予防事業及び地域支え合い事業等に取り組む一般財団法人大阪府老人クラブ連合会に対して助成した。
（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉗　7,332
	㉘　6,964
	㉙　6,964
	

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	7,331

国　庫（3,665）
	6,964

国　庫（3,482）
	6,964

国　庫（3,482）
	


　　　　○根拠法令等　　大阪府補助金交付規則

４　アクティブシニアがあふれる大阪事業
高齢者がこれまでの経験や知識を活かし、自らの自己実現を図るとともに、地域社会を支える活動に積極的に参画する「アクティブシニアがあふれる大阪」をめざし、アクティブシニア養成講座を実施した。
（単位：千円）　　
	予　算　額
	㉗　1,034
	㉘　1,034
	㉙　1,034

	決　算　額

（特定財源）
	　732
雑　入（732）
	　950
雑　入（950）
	　 950
雑　入（950）


○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金
５　全国健康福祉祭大阪府選手団派遣事業等
第３０回全国健康福祉祭あきた大会（９月９日から１２日まで開催）の普及・啓発を図るとともに、大阪府選手団の派遣業務及び美術作品の選考会開催業務等を一般財団法人 大阪府地域福祉推進財団に委託して実施した。
（単位：千円）
	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉗　16,713
	㉘　17,670
	㉙　19,279
	 

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	16,713

　雑　入（16,713）
	17,670
　雑　入（17,670）
	19,279
　雑　入（6,889）
	


○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金

６　介護予防市町村支援事業

　　市町村における効果的な介護予防の推進を目的に、自立支援や介護の重度化防止の観点で指導及び助

言ができるリハビリテーション専門職の広域派遣体制整備のための専門職団体、市町村が参画する会議の開催や、リハビリテーション専門職等の広域派遣を実施した。

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉗　1,602
	㉘　1,402
	㉙　1,402
	 

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
（特定財源）
	1,204     

国　庫（602）
	1,072     

国　庫（536）
	1,259

国　庫（629）
	


　　　　○特定財源　介護保険事業費補助金

①リハビリテーション専門職広域調整連絡会等の開催

　　　　　　開催日数：６日、延参加人員：１７３名

　　　　②自立支援型地域ケア会議へのアドバイザー派遣

　　　　　　派遣回数：３９回

７　地域医療介護総合確保基金事業

　
　（１）生活支援コーディネーター養成研修事業

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉗　2,442
	㉘　1,597
	㉙　1,597

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	1,124
	905
	457


　　　高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進し、地域において生活支援・介護予防サービ

　　スの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす市町村に配置する生活支援コーディネータ

　　ーを養成することを目的として実施した。

　　　　日　時：①平成３０年１月２６日、②平成３０年１月３１日、２月６日、２月１３日　

　　　　参加者：①１１５名、②１００名

　　　

（２）地域包括ケア等充実・強化支援事業

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉘　316
	㉙　416

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)

	213

	　　237


市町村職員を対象に、自立支援の視点に立った地域課題の把握や地域の実情を踏まえたサービスの創出等といった地域包括ケアシステム構築に向けた具体的取組を学ぶ研修会を開催した。

　　　　　日　時：平成２９年７月２１日

　　　　　参加者：６６名

　　　　また、市町村職員及び地域包括支援センター職員を対象とし、自立支援型地域ケア会議に先進的に取り組む府内市町村の実践報告等を通して、自立支援型地域ケア会議への理解を深める研修会を開催した。【介護予防活動普及展開事業再掲　⑤地域ケア会議・介護予防活動普及展開事業全体研修会】

日　時：平成３０年３月１３日

　　　　　参加者：２１０名

（３）介護予防活動普及展開事業

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　5,403
	 

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	3,813  
	


効果的な介護予防の仕組みづくりにより、元気な高齢者を増やすことを目的とする「介護予防活動普及展開事業」（モデル事業）において、介護予防に取り組むモデル５市町に対する研修会の開催や、自立支援や介護の重度化防止の観点で指導及び助言ができるリハビリテーション専門職を養成するための事業等を実施した。

　　　　①介護予防・自立支援にかかる市町村トップセミナー

　　　　　　開催回数：１回、参加者数：９８名

　　　　②モデル５市町に対する介護予防活動普及展開事業研修会

　　　　　　開催回数：１１回、参加者数：１，７２４名

　　　　③介護予防活動普及展開事業戦略会議（※第３回は⑤全体研修会を兼ねる。）

開催回数：３回、出席者数：２８３名

　　　　④介護予防従事者等（介護支援専門員、介護サービス事業所管理者）研修会

　　　　　　開催回数：２回、参加者数：７１８名

　　　　⑤地域ケア会議・介護予防活動普及展開事業全体研修会

　　　　　　開催回数：１回、参加者数：２１０名

　　　　⑥介護予防の推進に資するＰＴ、ＯＴ、ＳＴの指導者育成事業

　　　　　　開催回数：４回、参加者数：５１８名

　　　　⑦短期集中Ｃにかかる研修会

　　　　　　開催回数：４回、出席者数：９４名

　　　　

（４）大阪ええまちプロジェクト事業

介護予防・日常生活支援総合事業の着実な実施に向け、住民主体の生活支援サービス創出を促進するために、ＷＥＢによる機運醸成や地域貢献団体への直接支援、生活支援コーディネーターをはじめとする関係者の連携強化等の取組みを特定非営利活動法人 サービスグラントに委託して実施した。　また、「大阪府住民主体型サービス創出支援推進協議会」を設置し、市町村支援の具体的な方策等について検討・意見交換を実施した。

	 eq \o\ad(予算額,　　　　　　　　　　)
	㉙　23,937

	 eq \o\ad(決算額,　　　　　　　　　　)
	21,600


①プロジェクト型支援による支援団体数　１７団体

　うち、中長期プロジェクト　１１団体　、短期プロジェクト　６団体

②随時個別相談型支援による支援団体数　１７団体
　　　③ブロック会議・大交流会の開催

　　　　第１回ブロック会議　日　時：平成２９年７月３日　中央ブロック、南ブロック

日　時：平成２９年７月１１日　北ブロック

参加者：１２４名

　　　　第２回ブロック会議　日　時：平成２９年１１月２１日　中央ブロック

日　時：平成２９年１１月２８日　南ブロック、北ブロック

参加者：８６名

第３回ブロック会議　日　時：平成３０年２月２８日　

参加者：３５名

　　　　大交流会　　　　　　日　時：平成３０年２月２８日

　　　　　　　　　　　　　　参加者：２２０名

　

　　　④大阪府住民主体型サービス創出支援推進協議会

第１回協議会　平成２９年６月９日

第２回協議会　平成２９年９月２７日

第３回協議会　平成３０年３月２２日

介 護 事 業 者 課

整 備 調 整 グ ル ー プ

１　老人福祉施設等整備助成
(1)施設整備

社会福祉法人等が設置する老人福祉施設の整備に対して補助金を交付した。

（単位：千円）
	予　算　額
	㉗　345,820 
	㉘　424,450　
	㉙ 1,342,450　

	決　算　額
	236,400 
	385,570　
	1,245,790　

	（財源内訳）
	（国　庫）
	　0   
	0　
	0　

	
	（地方債）
	229,000 
	382,000　
	　1,221,000　

	
	（一般財源）
	 7,400
	3,570　
	24,790　


○根拠法令等　大阪府老人福祉施設等整備費補助金交付要綱

〔補助明細〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	施設種別
	所在地
	29年度執行額 
	事業年度

	
	施設名
	定員
	
	

	
	設置主体
	(ショート)
	
	

	増床

改築
	特別養護老人ホーム

スリーハートの丘

(福)長野社会福祉事業財団
	河内長野市

80名

(10名)
	157,950,000 
	H28　35%

H29　65%

	増床

改築
	特別養護老人ホーム

柏寿・高寿

(福)寿光会
	柏原市

60名

(10名)
	170,100,000 
	H28　10%

H29　90%

	創設
	特別養護老人ホーム

ＦＬＯＲＡ

(福)和泉会
	和泉市

30名

(10名)
	97,200,000 
	H28　10%

H29　90%

	創設
	特別養護老人ホーム

ケアホームちどり

(福)晋栄福祉会
	門真市

80名

(10名)
	218,700,000 
	H28　10%

H29　90%

	増床
	特別養護老人ホーム

いなば荘

(福)大恵会
	岸和田市

40名

( ― )
	103,680,000 
	H28　 4%

H29　96%

	改築
	特別養護老人ホーム

茨木荘

(福)天王福祉会
	茨木市

90名

(10名)
	59,400,000 
	H29　22%

H30　78%

	改築
	特別養護老人ホーム

玉井泉陽園

(福)大泉会
	阪南市

90名

(6名)
	51,840,000 
	H29　20%

H30　80%

	増床

改築
	特別養護老人ホーム

玉田山荘

(福)玉田山福祉会
	阪南市

60名

（ ― ）
	137,700,000 
	H29　85%

H30　15%

	創設
	特別養護老人ホーム

さくら園

(福)東香会
	寝屋川市

80名

（ ― ）
	183,600,000 
	H29　85%

H30　15%

	創設
	特別養護老人ホーム

美休

(福)まほろば
	泉大津市

50名

(10名)
	1,620,000 
	H29　 1%

H30　99%

	改築
	ケアハウス

ほたる

(福)ほたる
	岬町

50名

（ ― ）
	64,000,000 
	H29　40%

H30　60%

	合計　11件
	1,245,790,000 
	


３　介護施設等の整備に関する事業
介護施設や地域介護拠点の整備を促進するため、国の交付金を活用し設置する地域医療介護総合確保基金を用いて、小規模な施設の整備等に助成を行うとともに、新たに開設する施設等が開設時から質の高いサービスが提供できるよう施設開設準備経費等に対して助成を行った。

また、平成30年度へ441,681千円を繰り越した。

（単位：千円）

	予算額
	㉗　1,769,267
	㉘　4,547,537

　　(687,300)
	㉙　5,545,347 

(1,538,337) 

	決算額
	　　  888,266
	　　2,537,834

　　(687,300)
	4,625,011  　　　　(1,538,337) 

	（財源内訳）

全て基金繰入金
	　　  888,266
	　　2,537,834

　　(687,300)
	4,625,011   (1,538,337) 


※(　)は前年度からの繰越し分で内数

　　　　

○根拠法令等　大阪府介護施設等の整備に関する事業補助金交付要綱

（大阪府地域医療介護総合確保基金事業）

(1)地域密着型サービス等の整備への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

　補助事業者
	所在地
	29年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	691,458,000 
	地域密着特養8件

  (㉘ 5％、㉙95％)3件

(㉙30％、㉚70％)1件

(㉙ 1％、㉚99％)1件

小規模多機能1件

	
	堺市
	
	307,251,000 
	地域密着特養2件

小規模老健1件

	
	高槻市
	
	194,021,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム2件

	
	茨木市
	
	108,860,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム1件

	
	枚方市
	
	390,063,000 
	地域密着特養3件

	
	寝屋川市
	
	32,000,000 
	認知症グループホーム1件

	
	大東市
	
	43,300,000 
	小規模多機能1件

認知症対応型デイ1件

	
	交野市
	
	155,830,000 
	地域密着特養1件

看護小規模多機能1件

	
	くすのき広域連合
	
	194,021,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム1件

看護小規模多機能1件

	市町村への

間接補助
	東大阪市
	
	324,042,000 
	地域密着特養2件

認知症グループホーム2件

	
	八尾市
	
	123,830,000 
	地域密着特養1件

	
	柏原市
	
	9,600,000 
	認知症グループホーム1件

(㉘70％、㉙30％)

	
	河内長野市
	
	32,000,000 
	認知症グループホーム1件

	
	松原市
	
	64,000,000 
	認知症グループホーム1件

小規模多機能1件

	
	羽曳野市
	
	64,000,000 
	看護小規模多機能2件

	
	大阪狭山市
	
	32,000,000 
	認知症グループホーム1件

	
	泉南市
	
	3,186,000 
	定期巡回1件

	
	阪南市
	
	162,021,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム1件

	合計　17市・広域連合
	2,931,483,000
	


※翌年度への繰越しは除く。

(2)施設等の施設開設準備経費への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

補助事業者
	所在地
	29年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	608,445,000 
	広域特養11件

地域密着特養6件

小規模多機能1件

	
	堺市
	
	133,515,000 
	広域特養2件

地域密着特養2件

認知症グループホーム1件

小規模老健1件

	
	豊中市
	
	14,056,000 
	地域密着特養2件

	
	池田市
	
	5,589,000 
	看護小規模多機能1件

	
	高槻市
	
	40,365,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム2件

	
	茨木市
	
	22,356,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム1件

	
	摂津市
	
	11,178,000 
	認知症グループホーム1件

	
	枚方市
	
	46,424,000 
	地域密着特養3件

	
	寝屋川市
	
	11,178,000 
	認知症グループホーム1件

	
	大東市
	
	15,889,000 
	小規模多機能1件

定期巡回1件

	
	交野市
	
	23,598,000 
	地域密着特養1件

看護小規模多機能1件

	
	くすのき広域連合
	
	15,774,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム1件

看護小規模多機能1件

	市町村への

間接補助
	東大阪市
	
	94,845,000 
	広域特養1件

地域密着特養2件

認知症グループホーム2件

	
	八尾市
	
	13,379,000 
	地域密着特養1件

	
	河内長野市
	
	11,178,000 
	認知症グループホーム1件

	
	松原市
	
	26,446,000 
	認知症グループホーム1件

小規模多機能1件

定期巡回1件

	
	羽曳野市
	
	9,094,000 
	看護小規模多機能2件

	
	大阪狭山市
	
	11,178,000 
	認知症グループホーム1件

	
	和泉市
	
	28,309,000 
	地域密着特養1件

定期巡回1件

	
	泉南市
	
	10,300,000 
	定期巡回1件

	
	阪南市
	
	6,491,000 
	地域密着特養1件

認知症グループホーム1件

	法人への

直接補助
	特別養護老人ホーム

スリーハートの丘

 (福)長野社会福祉

事業財団
	河内長野市
	12,420,000 
	

	
	特別養護老人ホーム

柏寿・高寿

 (福)寿光会
	柏原市
	6,019,000 
	

	
	特別養護老人ホーム

ＦＬＯＲＡ

 (福)和泉会
	和泉市
	18,630,000 
	

	
	特別養護老人ホーム

ケアホームちどり

 (福)晋栄福祉会
	門真市
	49,680,000 
	

	
	特別養護老人ホーム

いなば荘

(福)大恵会
	岸和田市
	31,050,000 
	

	
	特別養護老人ホーム

さくら園

(福)東香会
	寝屋川市
	5,036,000 
	

	合計　20市・広域連合及び6法人
	1,282,422,000 
	


(3)定期借地権設定のための一時金への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

　補助事業者
	所在地
	29年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	75,216,000 
	広域特養用地１件

	
	枚方市
	
	39,626,000 
	地域密着特養用地2件

	
	東大阪市
	
	24,072,000 
	地域密着特養用地1件

	合計　3市
	 138,914,000 
	


(4)既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等への助成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	間接補助先又は

補助事業者
	所在地
	29年度執行額
	内　　　訳

	市町村への

間接補助
	大阪市
	
	87,058,000 
	広域特養2件

	
	堺市
	
	97,254,000 
	広域特養3件

	法人への

直接補助
	特別養護老人ホーム

ハピネスさんあい

(福)燦愛会
	吹田市
	53,200,000 
	

	
	特別養護老人ホーム

青山荘

(福)芙蓉福祉会
	能勢町
	34,680,000 
	

	合計　2市及び2法人
	272,192,000 
	


４　介護人材育成確保支援事業（地域医療介護総合確保基金事業）

介護保険サービス事業者による「労働環境の改善」「資質の向上」「多様な人材の参入促進」のための自主的な取組を促進し、その成果を普及することにより、介護人材の育成や確保・定着率の向上を図ることを目的とする。（平成28年度開始）
　　平成29年度は、10事業者から事業提案があり、有識者等で構成する選考委員会での審査の結果、9事業者を補助対象事業者として選定した（1事業者が辞退し、最終的には8事業者）。

（単位：千円）

	予算額
	㉙　9,856

	決算額
	6,068


○根拠法令等　大阪府介護人材育成確保支援事業補助金交付要綱

 eq \o\ad(施設指導グループ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
１　軽費老人ホ－ム事務費補助金の交付

入所者の費用負担の軽減を図るため、サービスの提供に要する費用（事務費）の軽減額相当分の補助金を交付した。

（単位：千円）

	予　算　額
	㉗　2,030,643
	㉘　1,998,842
	㉙　1,972,000

	決　算　額
	    1,894,116
	    1,903,302
	    1,924,016


○根拠法令等　軽費老人ホ－ム事務費補助金交付要綱

２　介護保険施設等の開設許可・指定・届出、指導・監査、立入検査

　　介護保険法等の規定に基づく介護保険施設等の開設許可・指定及び各種届出の受理を行うとともに、

施設等に対する指導、運営状況の監査、立入検査を実施し、適切なサービス確保に努めた。

　　　

(1)介護保険施設の開設許可・指定（府所管施設）
	種　　　　別
	施　設　数
	許可・指定床数

	指定介護老人福祉施設
	162施設
	10,803床

	介護老人保健施設
	　82施設
	7,210床

	指定介護療養型医療施設
	　14施設
	　　　828床


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成30年４月１日現在

(2)介護保険施設等に対する指導・監査
①集団指導（高槻市・豊中市・枚方市との共同開催。有料老人ホームについては大阪市・堺市・東大阪市を除く権限移譲市との共同開催）

　　　　全介護保険施設等を対象に、適切な運営を行うための留意事項等を講習会方式により指導した。
	実　施　期　日
	施　設　種　別
	対象施設数　　　
	参加施設数

	平成29月6月6日
	指定介護老人福祉施設
	221施設
	221施設

	平成29年6月7日
	介護老人保健施設
	114施設
	114施設

	平成29年6月7日
	指定介護療養型医療施設
	22施設
	  22施設

	平成29年6月8日
	有料老人ホーム
	417施設
	380施設

	平成29年7月7日
	サービス付き高齢者向け住宅
	321住宅
	199住宅

	合　　　　計
	1,095施設
	936施設


　　　

3 実地指導

　　　　介護保険施設におもむき、面談等を行いながら適切な運営について指導した。

	施　設　種　別
	施設数

	指定介護老人福祉施設
	62施設

	介護老人保健施設
	22施設

	指定介護療養型医療施設
	4施設

	合　　　　計
	88施設


4 監査

　　  介護給付等対象サービスの内容や介護報酬の請求について不当があった場合に監査を実施した。

	　施　設　種　別
	施設数

	指定介護老人福祉施設
	1施設


(3)有料老人ホームに対する立入検査

有料老人ホーム立入検査実施計画に基づき、有料老人ホームにおもむき、面談等を行いながら適切な運営について指導した。

○実施ホーム数　15施設

(4)サービス付き高齢者向け住宅に対する立入検査

住宅まちづくり部と共同で、サービス付き高齢者向け住宅立入検査実施計画に基づき、サービス付き高齢者向け住宅におもむき、面談等を行いながら適切な運営について指導した。

○実施住宅数　56住宅

３　身体拘束ゼロ推進事業

身体拘束廃止に向け、より良いケアの提供と技術の向上を目的に、身体拘束ゼロ推進員養成研修や看護職員に対する実務者研修を実施した。

また、実地指導等において、身体拘束廃止への取組の周知徹底及び緊急やむを得ず行った場合の記録の整備等を指導した。

　　

（単位：千円）

	予　算　額
	㉗　1,653
	㉘　1,695
	㉙　1,695

	決　算　額

（特定財源）
	  　1,617

国庫　(808)
	  　1,570

国庫　(785)
	  1,502
国庫  (742)


４　喀痰吸引等認定等事業

(1)認定特定行為業務従事者、登録特定行為事業所、登録研修機関の認定・登録事務

（単位：千円）

	予　算　額
	㉗　900
	㉘　1,190
	㉙　1,188

	決　算　額

（特定財源）
	    　760

手数料  (760)
	  　1,147

手数料  (1,147)
	    1,233
手数料  (1,233)


　　　○従事者認定　　682件

　　　○事業者登録　 　91事業者

　　　○研修機関登録　 22機関

(2)登録研修機関に対する立入検査

社会福祉士及び介護福祉士法附則第18条において準用する同法第20条の規定により、登録研修機関の立入検査を行った。

○実施施設数　11施設（研修実績がある５施設及び新規登録６施設）

５　地域医療介護総合確保基金事業

(1)介護職員キャリアアップ研修事業

看取り・フィジカルアセスメントに関する認識と知識を深め、介護現場において実践できる人材を養成するとともに、他職種の役割の相互理解・円滑な連携の下、看取りケアの質の向上を図るため、看取り・フィジカルアセスメント研修を実施した。

○修了者数　352名
（単位：千円）

	予　算　額
	㉘　2,251
	㉙　2,251

	決　算　額

（特定財源）
	   1,294

基金  (1,294)
	    2,251

基金  (2,251)


(2)住まい系サービス事業所の雇用管理改善促進事業

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の労務環境改善及び職員のスキルアップを図るため、「労務管理・職場環境改善セミナー」の開催、実態調査の実施、好事例集の作成を行った。

○修了者数　460名

（単位：千円）
	予　算　額
	㉙　8,831

	決　算　額

（特定財源）
	    8,528

基金  (8,528)


居宅グループ

１　指定居宅サービス事業者等の指定

介護保険法に基づく指定居宅サービス事業者等の指定、各種届出の受理及び指定更新を行い、適切なサービス提供の確保に努めた。

　

(1)指定居宅サービス事業者等の指定、各種届出の受理及び指定更新

○指定件数
指定居宅サービス事業者　　　　　  68件

指定介護予防サービス事業者　　　  60件

指定居宅介護支援事業所　　　　　  22件

○各種届出の受理件数

廃止届　　　　　　　　　          84件

休止・再開届　　　　　　　　　　　20件

変更届　　　　　　             1,267件

加算届　　  　　　　　　　　　　 141件

○指定更新件数
　　　  指定居宅サービス事業者　　　　　 117件

指定介護予防サービス事業者　　　 162件

　　　  指定居宅介護支援事業所　　　　　　23件

(2)指定居宅サービス事業者等に対する研修

指定居宅サービス事業者等の事務所管理者を対象に、介護保険事業者として遵守すべき法令規準の解説や人権擁護の意識を高めるための研修を実施した。

○実施時期　　　新規指定事業者への指定書交付時（月１回）

○受講事業者数　139事業者

(3)介護保険事業者管理システムの維持管理

　　　 指定した介護保険サービス事業者等の情報を管理するための情報処理システムの維持管理等を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	予算額
	㉗　7,524
	㉘　6,812
	 eq \o\ac(○,29)　5,997

	決算額

（特定財源）
	      7,312  
	       5,996

 雑入（5,996）
	      5,585


　　　　　　○特定財源　長寿社会づくりソフト事業交付金（平成28年度）

２　指定居宅サービス事業者等に対する指導、監査

指定居宅サービス事業者等に対し指導及び運営状況の監査を実施し、適切なサービス提供の確保に努めた。

○集団指導　  　　全事業者を対象に、適切な事業運営を行うための留意事項等を一定の場所において講習会方式により実施した。

・実施時期　  　平成29年４月28日、５月12日

・参加事業所数　2,041事業所（対象事業所  2,141事業所）

参加事業者数　　747事業者（対象事業者  　785事業者）

○実地指導　　　　集団指導の結果等を踏まえ、必要に応じて事業所におもむき、面談等を行いながら適切な運営が行われるよう指導した。

・指導事業所数　245事業所

３　大阪版権限移譲
　　大阪発“地方分権改革”ビジョンに基づき、地方分権推進委員会の第１次勧告において移譲を行うべきとされた事務、中核市が行う事務その他市町村に権限移譲すべきと考えられる事務102事務について、特例条例により移譲している。
(1)指定居宅サービス事業者等の指定等

○移譲市町村　 34市町村（うち政令・中核市5市は法定移譲）

移譲予定なし  9市町

　　　　　　　　　　守口市、大東市、羽曳野市、門真市、摂津市、藤井寺市、四條畷市、交野市、島本町

　○事務移譲に係る交付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円）
	予算額
	㉗　285,375
	㉘　241,835
	 eq \o\ac(○,29)　180,000

	決算額
	    177,041
	    137,464
	    153,297


(2)老人デイサービスセンター等の設置の届出受理等

○移譲市町村　 30市町（政令・中核市5市は法令に基づき所管）

　　移譲予定なし  8市

　　　　　　　　　　守口市、大東市、羽曳野市、門真市、摂津市、藤井寺市、四條畷市、交野市

　　○事務移譲に係る交付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
	予算額
	㉗ 796
	㉘ 792
	 eq \o\ac(○,29) 792

	決算額
	 　796
	 　792
	   779


４　業務管理体制の整備に関する届出及び検査

　　業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を受理するとともに、業務管理体制の整備状況を検証するための検査を行った。

○一般検査（業務管理体制の整備・運用状況の確認のため定期的に実施）　11事業者

○特別検査（事業所の指定取消処分相当事案が発生した場合に実施）　　　12事業者

５　介護サービス情報の公表事業

介護保険利用者が介護サービス事業所を適切に選択することを可能とするとともに、事業所におけるサービスの改善の取組を促進し、介護サービスの質の向上を図るため、「介護サービス情報の公表事業」を推進した。

・公表する情報は、あらかじめ標準化された介護サービス情報とし、「基本情報」と「運営情報」により構成

・更新は、年１回

・検索は、「介護事業所検索」「生活支援等サービス検索」「地域包括支援センター検索」「在宅医療検索」が可能

　○H29.4.1～H29.5.31  大阪府指定情報公表センターの業務及び情報公表手数料の徴収事務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託（随意契約）

　　               　契約金額　3,979,732円（特定財源：情報公表手数料収入）

H29.6.1～H30.3.31  同業務・徴収事務を(福)大阪府社会福祉協議会に委託（一般競争入札）

契約金額　19,689,179円（同上）

６　認知症対応型共同生活介護の外部評価機関の選定

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の良質なサービス水準の確保向上を図るため、外部評価機関の選定の更新を行った。

　　平成27年度　 6機関更新

    平成28年度   1機関更新

平成29年度   6機関更新
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